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過剰な窒素肥料が及ぼす環境負荷の低減に向けて
̶地下水汚染と農作物中の硝酸塩の低減̶
　我が国の飲料水等を含む生活用水の供給源は、約 22％が地下水（全国平均）であり、
地域によっては 50％以上を地下水に依存している。2006 年の環境白書によると、この地
下水水質状況は、人の健康の保護に関する環境基準が設定されている 26の項目の中で、
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が環境基準を最も大きく超えている。その超過率は 5.5％で
あり、環境基準が設定された 1999 年度から減少傾向は見られない。硝酸性窒素及び亜硝
酸性窒素を一定以上含む水をヒトが摂取すると、血液の酸素運搬能力が失われ酸欠にな
る症状（メトヘモグロビン血症）を引き起こすとともに、発がん性物質であるニトロソ
化合物が体内で作られる可能性が指摘されている。また、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は、
河川や湖沼、閉鎖性海域の富栄養化の原因にもなる物質である。
　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による地下水汚染は、農業生産活動に伴う窒素肥料（化
学肥料、たい肥等）の過剰な施肥と大きく関係している。農業生産活動に伴って発生す
る水質への環境負荷を低減することは、第３期科学技術基本計画においても、農林業活
動における適正な水管理技術の重要な研究開発課題のひとつに挙げられている。また、
窒素肥料の過剰施肥は、地下水汚染のほかに、農作物中の硝酸塩蓄積にもつながり、安全・
安心な農作物の生産という観点からも取組むべき問題である。
　農作物の収量を確保しつつ、地下水への環境負荷を低減させ、農作物の硝酸塩濃度を
高めないようにするには、農作物の各成長段階に応じて、適切なタイミングで適正な量
を施肥供給することが重要である。そのためには、残存窒素量の異なる作付け土壌にお
いて、各農業者が農作物ごとに供給すべき窒素の施肥量を、容易に把握できるようにす
ることが必要である。また、多くの農業者が、地下水への流亡量が少なく環境負荷低減
を図りやすい肥料を利用するように図ることも必要である。
　窒素肥料の過剰施肥が及ぼす環境負荷に対して、世界でいち早く法的規制を導入して
対応したのはEUである。日本では、EUのような法的規制はないが、1999 年の「持続農
業法」、2005 年の「農業環境規範」により、化学肥料の使用量削減に向けた経済的誘導政
策が取られている。一方、野菜中の硝酸塩に対する取組に関しては、充分な医学的知見
が得られていないこと等の理由から、現時点で農作物中の硝酸塩濃度の基準はまだ定め
られていない。
　過剰な窒素肥料が及ぼす地下水汚染影響の低減と農作物中の硝酸塩濃度の低減に向け
て、各農業者の適正施肥に向けた意識の向上の他に、①環境保全と食の安全性の両者を
考慮した施肥基準の策定、②土壌・作物診断をベースとする施肥設計に要求される簡易
測定器の開発、③環境負荷低減を図りやすい肥料の開発、が必要とされている。
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　農業は、本来、多くの環境保全
機能（洪水防止、渇水緩和、土壌
浸食防止、水質・大気浄化、etc.）
を備えている。また、自然界にお
ける水や窒素、炭素といった物質
の循環を利用した持続的な生産活
動であるため、農業に本来備わっ
ている自然循環機能を活かす形で
適切な農業生産活動を行えば、環
境と調和を取ることが可能であ
る１）（図表１）。しかし、不適切な
農業生産活動は環境に対して大き
な負荷を与え、食の安全・安心に
も悪影響を及ぼすこともある。我
が国では、農薬に関してはその安
全性を確保するため、「農薬取締
法」２）に基づき、厳しく規制され
ているが、肥料の使用に関する規
制は制定されていない。
　農業生産活動に伴う地下水汚
染に対する課題は、第３期科学技
術基本計画における重要な研究開
発課題３）（環境分野：水・物質循
環と流域圏研究領域プログラム３
「農林業活動における適正な水管
理技術」）のひとつに挙げられて
いる。
　農作物の生産において、窒素肥
料（化学肥料、たい肥等）は必要
不可欠であるが、必要以上の量が
施用されてきた。この背景には、
多くの農業者が、農作物の増収の
ために必要以上の施肥を行いがち
であったと考えられる。しかし、
過剰施肥は環境に大きな負荷を与
えている。農作物に利用されなか
った余剰の肥料成分は地下に浸透
して、地下水の硝酸性窒素濃度の
上昇を引き起こしている。また、
過剰施肥は、農作物（特に野菜）
に多くの硝酸塩を蓄積させること
になる。
　本稿では、窒素肥料の過剰施肥
による環境負荷や農作物中の硝酸
塩の高濃度化の問題を解決するた
めの取組について議論する。
図表１　農業と環境のかかわり
参考文献１）より
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２‐１
日本の地下水汚染の状況
　我が国の飲料水等を含む生活用
水の使用量は年間 161 億m3 であ
り、その 22.1％（全国平均）は地
下水に依存している。また、地域
によっては50％以上を地下水に依
存している４）（図表２）。
　2004年度の地下水の水質調査結
果では、人の健康の保護に関する
環境基準が設定されている 26の
項目の中で、硝酸性窒素及び亜硝
酸性窒素の環境基準超過率が最も
高くなっており、5.5％の超過率と
なっている５）（図表３）。また、図
表４の超過率の推移を見ると、硝
酸性窒素及び亜硝酸性窒素の超
過率は環境基準として設定された
1999 年度（平成 11年度）から減
少していない。
　ヒトが硝酸性窒素を採取する
と、口腔内や消化器官内に生息
する細菌によって、亜硝酸に還元
される。そして亜硝酸が吸収され
て血液に入ると、酸素を運搬する
赤血球内のヘモグロビンと反応し
て、酸素を運搬できないメトヘモ
グロビンに変わる。亜硝酸濃度が
高くなると、皮膚が青くなり嘔吐
等を引き起こし、ひどい場合には
死に至るメトヘモグロビン血症を
2   日本の地下水汚染 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表２　2003 年度の我が国の生活用水における地域別地下水依存率
参考文献４）より
図表３　2004 年度 地下水水質測定結果（概況調査）
参考文献５）より
図表４　環境基準項目の超過率の推移
注１： 概況調査における測定井戸は、年ごとに異なる（同一の井戸
で毎年測定を行っているわけではない）。
注２： 地下水の水質汚濁に係る環境基準は、平成９年に設定された
ものであり、それ以前の基準は評価基準とされていた（砒素
の評価基準は、平成５年に「0.05mg/L以下」から「0.01mg/L
以下」に改定された）。
注３： 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素は平成 11年に
環境基準に追加された。 参考文献５）より
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引き起こしてしまう。また、硝酸
性窒素は、発がん性物質であるニ
トロソ化合物に変化する可能性が
あることも指摘されている６）。
　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
は、水質汚濁による健康被害の未
然防止をより体系的・計画的に進
めるため、1993 年に設定された
25 の要監視項目のうちのひとつ
とされた。硝酸性窒素及び亜硝酸
性窒素の指針値は、硝酸性窒素濃
度とメトヘモグロビン血症に関す
るWalton の疫学調査結果注１）を
もとに、水道水質基準も勘案し、
硝酸性窒素と亜硝酸性窒素の合計
で 10mg/褄と設定された。その後
の水質測定の結果、硝酸性窒素及
び亜硝酸性窒素は、公共用水域等、
とくに地下水において比較的広く
かつ高い濃度で検出されたことか
ら、環境基準項目の見直しが行わ
れ、1999年に地下水の水質の汚濁
に係る環境基準項目として新たに
追加された７）。
２‐２
地下水における
硝酸性窒素汚染の原因
　環境省では毎年、全国の地下
水汚染に関する調査・対策事例
の実態を把握するためのアンケー
ト調査を、都道府県等を対象に実
施している。2004 年度の調査結
果８）によると、硝酸性窒素及び亜
硝酸性窒素の項目において、環境
基準を超過する井戸が存在してい
る事例（超過事例）は 1,398 件と
なっていた。図表５は、硝酸性窒
素及び亜硝酸性窒素による地下水
汚染原因の件数と割合を表す。生
活排水による汚染原因は 217 件
（15.5％）、家畜排せつ物による汚
染原因が 227 件（16.2％）、施肥
による汚染原因が 554件（39.6％）
である。硝酸性窒素及び亜硝酸性
窒素の汚染原因は多岐にわたって
いるが、施肥による原因がもっと
も多い結果となっている。また、
原因不明は 792 件（56.7％）とな
っている。この原因不明の地域の
いくつかは、現在は市街地である
が、かつて農地であったと考えら
れており、農地時代の影響が現在
に及んでいるのではないかと見ら
れている。
　生活排水については下水道等生
活排水処理施設の整備、単独処理
浄化槽から合併処理浄化槽への切
り替えの促進、生活排水の排水路
等の整備といった対策が進められ
ており、浄水処理人口普及率は上
昇している（図表６）。家畜排せ
つ物については野積み・素堀り等
の不適切な管理の解消といった対
策が取組まれている。なお、2004
年 11月には、「家畜排せつ物の管
理の適正化及び利用の促進に関す
る法律（家畜排せつ物法）」９）が
完全施行され、一定規模以上の畜
産農家に家畜排せつ物の適正処理
（管理基準の遵守）が義務づけられ、
野積み等の不適切な管理はなくな
ったとされている。
図表５　地下水における硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の汚染原因
汚染原因 工場・事業所 廃棄物 生活排水
家畜
排せつ物 施肥 自然由来 その他 不明 合計
超過事例件数 0 0 217 227 554 5 6 792 1,398
超過事例割合（％） 0.0％ 0.0％ 15.5％ 16.2％ 39.6％ 0.4％ 0.4％ 56.7％ ―
参考文献８）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表６　浄水処理人口普及率の推移
参考文献５）より
注 1：Walton は疫学調査から 3ヶ
月以下の乳児でメトヘモグロビン症を
生じない量が硝酸塩として 50mg/L
（硝酸性窒素としては10mg/L）であ
ることを示した（1951）。
■用語説明■
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３‐１
農作物成長に必要な成分
　農作物は、炭素、水素、酸素、
窒素、リン、カリウムを取り入れ
て成長する。これらの成分のうち、
炭素、水素、酸素は空気中の二酸
化炭素と水から取り入れられる。
　窒素は、タンパク質や核酸等の
有機成分に組み込まれている元素
であり、不足すると葉色が薄くな
り、草丈の成長障害が生じる。リ
ンは生物体の細胞に存在する遺伝
情報物質である核酸や、エネルギ
ー物質のATP注２）等の合成に必
須な元素であり、不足すると花付
きや実なりが悪くなるとともに、
葉や茎の成長に悪影響が生じる。
カリウムは根や茎の成長に必要な
成分であり、不足すると根の成長
が悪くなる。このように、農作
物の成長には、窒素、リン、カリ
ウムは必要不可欠であり、これら
の成分は土壌から吸収される。つ
まり、農作物を収穫するというこ
とは、もともと土壌中に存在して
いた窒素、リン、カリウムを土壌
から取り出すことになるため、収
穫後も持続的に農作物を育てるに
は、消費された窒素、リン、カリ
ウム（三大栄養素）を土壌に補給
しなければならない。農作物の生
育には、肥料は必要不可欠であり、
日本では化学肥料の施用量を増加
させることにより、農作物の収量
を飛躍的に向上させてきた。
３‐２
過剰な施肥とその影響
　本来、肥料は農作物が必要とす
る量のみを施用すべきであるが、
実際には必要量を超える肥料が使
用されてきた。1994年に当時の総
務庁が公表した、「農業における
環境保全対策に関する行政監督」
によると、1990年度では、調査地
点の 50％（328 地点／ 656 調査地
点）において、施肥基準注３）を超
える肥料が施用されていた 10）。
　このような、過剰な施肥が行わ
れてきた理由としては、施肥基準
に示された量以上に施肥すれば収
穫量をより高められるという意識
が強かったことが挙げられる。
　しかし、適正量を超える窒素肥
料の施肥は、地下水と農作物へ大
きな悪影響を与える。図表７は、
窒素肥料が及ぼす地下水と農作物
への影響を示している。左図は根
の近傍へ適正量の施肥を行った場
合であり、右図は過剰な施肥が根
の近傍以外にも行われた場合を示
している。
盧地下水への影響
　土壌中の粘土鉱物や腐食物質は
マイナスの電荷を持っているため、
肥料成分の中でプラスの電荷を持
つものは電気的に保持され、雨が
降っても容易には流されない。
　リン肥料は、リン酸イオンとし
て植物に取り込まれる。マイナス
イオンであるリン酸イオンは、マ
イナスの電荷を持つ土壌粒子成分
に保持されることはないが、土壌
中のアルミニウム、鉄、カルシウ
ム等と結合して難溶性の物質とな
り土壌に蓄積される。そのため、
リンは地下水への流亡が起こり
にくい。カリウム肥料は、カリウ
ムイオンとして植物に取り込まれ
る。そのイオンはプラスイオンで
あるため土壌粒子に保持されるた
め、これも地下水への流亡は起こ
りにくい。しかし、窒素肥料は地
下水への流亡が起こりやすい。窒
素肥料は、アンモニウムイオン
や硝酸イオンとして植物に取り込
まれる（農作物によりアンモニア
性窒素を好んで吸収するものと硝
酸性窒素を好んで吸収するものが
あるが、多くの農作物は好硝酸性
である）。アンモニウムイオンは、
プラスイオンであるため土壌粒子
に保持される。しかし、酸素が充
分供給される状態である畑では、
窒素肥料や有機物から無機化し
たアンモニアは、土壌中の硝化菌
によって酸化され、亜硝酸イオン
（NO2－）を経て硝酸イオン（NO3－）
に変えられる（硝酸化成作用）。
そのため、特に畑では、農作物に
利用されない窒素肥料は、マイナ
スイオンである硝酸イオンとなっ
て、雨水とともに水に溶けて地下
水へ流亡して、硝酸性窒素汚染を
引き起こすのである。
盪農作物への影響
　農作物が必要とする窒素量を超
えて窒素肥料が供給された場合に
は、農作物の種類にもよるが、特
に野菜では硝酸イオンが過剰に摂
取され、葉に硝酸塩として蓄積さ
れる。
3   農業における過剰な施肥の影響蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
注2：アデノシン三リン酸の略記である。水によく溶け、極めて不安定な化合物である。
加水分解により放出される化学エネルギーは、核酸の合成、物質の代謝等のエネルギ
ー源となる。
注3：都道府県ごとに作成された、農業者に施肥を指導するときのガイドラインであ
る。施肥基準は主要作物の種類ごとに、当該作物を始めて栽培する際に、目標収量を
得るために必要な養分施用量が記されている。また、初作の収穫後に次作を栽培する
ときには、土壌に残存している養分量を考慮して施肥する必要がある。
■用語説明■
科 学 技 術 動 向　2006年 12月号
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　野菜中に含まれる硝酸塩は、通
常量を摂取する程度ならば、ただ
ちに人体に影響を及ぼすものでは
ない。しかし、地下水の硝酸性窒
素及び亜硝酸性窒素の汚染と同様
に、ヒトの体内で還元され亜硝酸
塩に変化すると、メトヘモグロビ
ン血症や発ガン性物質であるニト
ロソ化合物の生成に関与するおそ
れ注４）が指摘されている 11、12）。
図表７　窒素肥料が及ぼす影響
科学技術動向研究センターにて作成
注4：西ドイツでは、ほうれんそう中の硝酸性窒素によって、1959年からの7年間に、
15件のメトヘモグロビン血症の発生が報告されている。 また、我が国では、ヒトでの
中毒の報告はほとんどないものの、牛などの反すう家畜において、飼料作物中の硝酸
性窒素により1965年から6年間に458頭（うち128頭が死亡）の中毒が発生し
た事例が報告されている。
　硝酸性窒素の摂取と発がんについての明確な関連を示す証拠はないが、還元された
亜硝酸性窒素は、ニトロソ化合物を生成するおそれがあるとされている。ニトロソ化
合物は、動物実験において発がん性を持つことが報告されている。
　現在、硝酸塩についての毒性評価は主に食品添加物に関して行われているが、野菜
等に含まれる硝酸性窒素の評価は行われていない 12）。
■用語説明■
4   環境負荷低減と食の安全・安心に向けた技術 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　農作物の高収量、高品質を保持
しながら環境調和と食の安全・安
心を確保するには、農業活動にお
いて、農作物の養分吸収特性にあ
わせた適切な施肥が行われなけれ
ばならない。つまり、種々の農作
物の各成長段階に応じて、農作物
が必要なときに、必要な場所に、
必要な量のみを、供給することが
極めて重要である。
　図表８は、望ましい施肥の流れ
を示している。まず、作付けする
前段階においては、土壌に残存し
ている窒素量を測定して施肥量を
決定する。このときの施肥量の基
準は、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒
素が及ぼす地下水汚染と、農作物
に蓄積する硝酸塩の高濃度化の防
止といった、２つの観点から設定
されるべきである。作付けを始め
て収穫までの間は、できるだけ局
所施肥を行うと共に、硝酸イオン
の流亡量が少ない種類の肥料の利
用が有効である。また、マルチ栽
培注５）といった栽培法も肥料の流
図表８　施肥の流れ
科学技術動向研究センターにて作成
注5：土壌の表面を紙、フィルム等で
被覆した栽培法であり、地温調節、土
壌水分の蒸発抑制、雑草の発生抑制等
の効果があるとともに、降雨による土
壌水分の下層への移動が抑制されるた
め、肥料成分は流亡しにくくなる。
■用語説明■
科 学 技 術 動 向　2006年 12月号
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亡量低減に有効である。そして、
生育途中の農作物の栄養状態を把
握する栄養診断を実施し、最適栄
養状態とのずれをフィードバック
して施肥に反映させることが望ま
しい。収穫後の土壌の残存窒素が
雨水とともに地下水へ流亡しない
ように、窒素回収に関する技術も
望まれる。
　以下に、各段階での必要な技術
と課題について述べる。
４‐１
土壌診断と施肥量の決定
　土壌の残存窒素量は、土壌の種
類や前作の作付けによって大きく
異なり、同じ圃場内であっても排
水性等の違いによって異なる。圃
場内の各位置における施肥量は、
農作物が必要とする施肥量から土
壌の残存窒素分を減らして決定さ
れなければならない。そのために
は、各農業者が作付け前に、自ら、
残存窒素の診断（簡易土壌診断）
を行い、その結果から農作物毎に
設定された施肥基準に基づき、必
要施肥量を容易に把握できるよう
にすることが望ましい。また、よ
り精度の高い施肥設計を行うに
は、簡易な土壌診断で測定が困難
な診断項目（土壌有機物含有量、
無機化量、塩基含有量、重金属含
有量等）を、定期的（５年程度の
間隔）に診断（定期土壌診断）し
て、その結果から得られる土壌有
機物からの窒素無機化量を考慮し
て、その後の施肥量を決定するこ
とが望まれる。
　現在の簡易土壌診断は、土壌
中の硝酸性窒素含有量と相関があ
る土壌の電気伝導度（EC）を測
定するEC測定器や土壌中の硝酸
イオン濃度を直接測定する硝酸イ
オン濃度測定器が実用化されてい
る。しかし、これらの測定器には、
測定結果から施肥量を容易に算出
できる機能は付いていない。簡易
土壌診断に基づく施肥設計を実用
的なものとするには、秬多岐にわ
たる農作物と多種類の肥料に対応
した施肥量計算ソフトウエアの開
発、秡残存窒素測定機能と施肥量
計算機能が一体化した簡易測定器
の開発、秣簡易測定器の低価格化、
が挙げられる。
　一方、定期土壌診断は、現在、
全国農業協同組合連合（JA）や各
都道府県の農業改良普及センター
等によって実施されているが、今
後、より多くの地域での利用率向
上を実現するために、誰もが利用
しやすい診断施設の整備や体制の
充実が望まれる。
　また、地域の条件（気象条件・
土壌条件）をもとに、施肥量から
硝酸性窒素の溶脱量を予測・評価
して、地域に最適な施肥法や作付
けの組合せを提示することができ
るシミュレーションモデルは、施
肥設計を行う上で有効な情報を提
供できる重要なツールである。既
に、C農業・食品産業技術総合研
究機構・中央農業総合研究センタ
ーにて、そのシミュレーションモ
デルの実用化が検討されている。
　施肥基準は、もともと農作物収
量向上を意図して設定されたもの
であったが、2005年に策定された、
「環境と調和のとれた農業生産活
動規範」（農業環境規範）13）では、
従来の施肥基準の見直しについて
の指針 14）が示され、現在、各都
道府県においてその見直しが進め
られている。この指針には環境負
荷の低減が観点として示されてい
る。見直しにあたっては、農作物
中の硝酸塩濃度の高濃度化の防止
といった食の安全・安心の観点か
らの検討も進められることが望ま
しい。
４‐２
環境負荷低減につながる
肥料の開発
盧化学肥料
　化学肥料の多くは、迅速な肥
効を得るために水溶性となってい
る。そのため、農作物が充分に生
育するまでに降雨や灌水の影響に
より下層に移動してしまい、生育
最盛期には養分不足になりがちで
ある。化学肥料の地下水への流出
や土壌養分の過剰な富化および偏
在化を制御するには、個々の農作
物による肥料成分の吸収率（利用
率）をできるだけ高めることが必
要である。そのために、各農作物
の養分要求量に応じて肥料の溶出
をコントロールできる以下の肥効
調節型肥料の利用が有効である。
なお、野菜の養分吸収特性は、種
類によって異なるため、そのデー
タベースを充実させることも必要
である。
①被覆窒素肥料
　水溶性肥料（主に尿素）を用い
て肥料粒の表面を難浸透性の膜
でコーティングすることにより、
溶出量をコントロールできる肥
料を被覆窒素肥料と言う。水蒸気
が被覆内に侵入すると肥料内部
が飽和溶液となる。溶液の水蒸気
圧は外部の水の水蒸気圧より低
いため、水蒸気の侵入が続き、内
部圧力が基準値を超えると被覆
の微細孔が広がって、尿素が外へ
押し出される。
　現在、溶出パターンの異なる多
種類の被覆窒素肥料が実用化され
ている。溶出パターンの異なる複
数の被覆窒素肥料を混合すること
により、多くの農作物の養分吸収
特性に溶出パターンを一致させる
ことが可能である。しかし、多種
類の農作物に対応した適切な混合
比が充分示されるには至っていな
い。また、土壌中に残存しない被
覆膜の研究開発は必要である。
　なお、東北農業研究センター等
では、肥料成分が溶出してから農
作物に吸収されるまでの時間的な
ずれをより少なくするために、植
物根近傍の土壌のpHが大きく変
化することを利用した根感応性被
科 学 技 術 動 向　2006年 12月号
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覆肥料の実用化に向けた研究 15）
が進められている。
②化学合成緩効性窒素肥料
　緩効性窒素肥料としては、一般
に水に対する溶解度が小さく土壌
中で無機化する速度が遅いものが
選ばれる。原料としては、窒素含
量が高く比較的低コストである尿
素が多く使われている。
③硝酸化成抑制材入り窒素肥料
　施肥したアンモニア性窒素肥料
は、畑では速やかに硝酸化成作用
により亜硝酸を経て、硝酸性窒素
にまで変化する。硝酸化成抑制剤
はこの反応を制御するために利用
される資材であり、土壌中の硝酸
化成菌に作用する薬剤である。酸
化を抑制することにより窒素成分
が土壌に保持され、肥効を持続さ
せることを可能とする窒素肥料で
ある。
　図表９は、上記①から③の肥効
調節型肥料の使用状況を示してい
るが、その利用率はかなり低い。
これは、肥効調節型肥料の価格が
通常の化学肥料の約 1.6 倍と高価
格（施肥量を 20％削減した場合
でも肥料の全費用は 1.3 倍に増加）
なためである 10）。肥効調節型肥料
の普及に向けては、低価格化に向
けた取組が不可欠である。
盪有機肥料（有機質肥料および
　家畜ふんたい肥）
　油かす等の有機質肥料や家畜ふ
んたい肥は、土壌中でゆっくり分
解するため、施用年の含有成分の
地下水への流亡が少ない肥料であ
る。しかし、連用すると分解しな
いで毎年累積した有機物からの分
解量が積算されるため、評価を間
違って同一施肥量を続けると溶脱
量が増すため注意が必要である。
　畜産農家の規模拡大に伴って
発生する家畜排せつ物は、年間約
９千万トン程度発生 16）しており、
この大量の窒素を含む家畜排せつ
物をたい肥として農地で有効利用
（農地還元）する取組は重要である。
全国の農地の窒素受入可能量は、
発生する全ての家畜ふん尿の全窒
素量を上回っているため、計算上
はたい肥として農地に還元するこ
とは可能である 17）。しかし、家畜
排せつ物の発生量と還元可能な農
地面積との関係は、地域により異
なっており、畜産の盛んな地域（南
九州等）では、地域内での還元農
地の確保が困難な状況である。そ
のため、畜産の盛んな地域で大量
に発生する家畜ふん尿を運搬が容
易な形状のたい肥に加工して、他
地域で広域利用することを検討し
なければならない。現在、成分調
整成型たい肥の開発 18、19）が進め
られている。
　現在の家畜ふんたい肥は、品質
のばらつき、肥料成分バランスの
偏り、肥効率のばらつき、分解が
遅いことによる農作物の初期生育
の停滞等の問題がある。今後の課
題としては、秬迅速な肥効評価法
の開発、秡養分バランスのとれた
農作物・品目別の成分調整たい肥
の開発、秣ハンドリングに優れた
品目別の成分調整成型たい肥の開
発、稈低価格化、稍安定した供給・
流通体制確立、等が挙げられる。
蘯窒素固定菌の利用
　大豆等のマメ科作物は、微生物
を利用して大気中の窒素を固定し
ている。そのため、窒素肥料の施
肥量を抑えることができる。大豆
では土壌水分環境を制御すること
により、固定量を高めることがで
きる。また、サトウキビ、サツマ
イモ等の作物でも、作物体内の細
菌が窒素固定をしている事実が明
らかにされている 20）。
　このような微生物機能を積極的
に活用することにより、窒素施肥
量を削減することが可能となる。
窒素固定菌の有効利用の研究は、
C農業・食品産業技術総合研究機
構・中央農業総合研究センター等
において進められている。
４‐３
農作物の栄養診断
　古くから、栽培に熟練した農業
者は、葉の色や茎の太さ、成長点
の状態等の観察から総合的に判断
して、農作物が窒素を必要として
いる時期に必要な量を施肥するこ
とができ、その結果、無駄な施肥
を減らすことができた。この熟練
者の判断を科学的データに基づい
て行うのが栄養診断である。現在、
葉色測定や農作物体内（作物体搾
汁液）の硝酸性窒素成分を直接に
測定できる硝酸イオン濃度測定器
が実用化されている。しかし、こ
れらの測定器は容易に農作物毎の
測定結果から追肥量等を算出でき
る機能が付いていない。
　課題としては、秬農作物毎の栄
養診断結果から施肥量計算を行う
ソフトウエアの開発、秡栄養状態
図表９　肥効調節型肥料の使用状況（1998 年時点）
①被覆窒素肥料（％） ②化学合成緩効性窒素肥料（％）
③硝酸化成抑制剤入り
窒素肥料（％）
露地野菜 2.3 3.7 0.6 
施設野菜 3.7 4.0 0.4 
露地果樹 1.2 0.8 0.2 
施設果樹 1.3 0.3 0.0 
露地花き 3.1 4.1 0.5 
施設花き 3.9 5.6 0.2 
畑作物 0.7 0.8 0.3 
水稲 10.1 1.2 0.2 
参考文献 10）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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測定機能と施肥量計算機能が一体
化した簡易測定器の開発、秣簡易
測定器の低価格化、等が挙げられ
る。さらに、農作物体の窒素栄養
状態と病害発生の感受性と関連の
研究も続ける必要がある。
４‐４
残存窒素の回収技術
　農作物の収穫後、作物成育中に
回収できなかった土壌中の残存窒
素は、雨水とともに硝酸性窒素と
して地下水へ流亡する。残存窒素
の回収技術として、間作期間、休
閑期間にカバークロップ注６）を成
育させ、残存窒素を吸収させて次
作等で回収・利用する技術開発が
進められている。
　また、C/N比注７）のやや大きな
茶カス等の有機物を野菜跡の畑に
すき込ませることにより、土壌中
の無機態窒素を微生物に取り込ま
せて（増殖過程）、有機化を行う
ことにより、溶脱を抑える研究 21）
も進められている。
注6：クリーニングクロップとも呼ば
れ、作物を作らない期間に土壌保全を
目的に作付けされるイネ科やマメ科の
植物を言う。土壌の浸食防止、化学性、
物理性の改善、有機物補給等が目的で
ある。
注 7：有機物等に含まれている炭素
（Ｃ）量と窒素（Ｎ）量の比率で、炭
素率とも言う。Ｃ /Ｎ比が約20より
小さければ微生物による有機物分解の
際に窒素が放出され（無機化）、反対
に大きいと土の中の窒素が微生物に取
り込まれる（有機化）。
■用語説明■
5   EUの規制導入政策と日本の政策蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　海外には、過剰な窒素肥料が及
ぼす問題を解決するために、施肥
に関する規制の導入政策を取り入
れている国もある。ここでは、世
界でいち早く、施肥に関する規制
を導入し、農作物中の硝酸塩濃度
の基準を設定しているEUの政策
を紹介するとともに、日本の政策
について述べる。
５‐１
EUの取組
　EUでは、飲料水を地下水に
依存している割合が高い。また、
国際河川も多く、農業起源の硝
酸は一国だけの問題でなく、複
数の国に影響を与える。このた
め、EUは、1991 年に農業起源の
硝酸によって地表水および地下
水が汚染・富栄養化されるのを
削減・防止することを目的とし
た「農業起源の硝酸による汚染
からの水系の保護に関する閣僚
理事会指令」（硝酸指令：Council 
Directive 91/676/EEC concerning 
the protection of waters against 
pollution caused by nitrates from 
agricultural resources.“Nitrate 
Directive”）22）を公布し、加盟国
全体で排出削減に取組んでいる。
　図表 10に、硝酸指令の概要を
示す。この中では、特に汚染の深
刻な地域については窒素成分の施
肥に関する法的規制が適用され、
それ以外の地域についても優良農
業行動規範を定め、その中で施肥
基準を明確にしている。また、優
良農業規範よりも環境負荷を減ら
す事業に参加する農業者に対して
は、補助金を支給するといった経
済的インセンティブをはたらかせ
て、過剰施肥を抑制している。
　また、EUでは、過剰施肥によ
る野菜中の硝酸塩の高濃度化に対
する取組も進められている。
　1995 年、FAO/WHO合同食品
添加物専門家会合（JECFA）は、
硝酸塩（硝酸ナトリウム）の１日
許容摂取量（ADI）を体重１kg
当たり５mg23）とした。EUでは、
硝酸塩の最大の摂取源が野菜であ
り、食の安全・安心という観点か
ら、1997 年より野菜中の硝酸塩
濃度の基準値を設定して、規制し
ている。また、乳幼児向けベビー
フード及びシリアル加工食品に関
しても、基準値（200mgNO3/kg）
を設定している。なお EU加盟
国は、モニタリング調査を行い、
図表 10　硝酸指令の概要
①加盟国は「硝酸指令」を具体化した国内法を制定する
②国内全域の推計について硝酸濃度と富栄養化の状況をモニタリングし、問題となる水域全域を硝酸脆弱地帯として指定する
③脆弱地帯内の農業者は硝酸排出抑制を図るために国の定めた行動計画を義務として以下の項目を遵守しなければならない
ａ）作物の育たない冬季における肥料や家畜ふん尿の施用禁止
ｂ）家畜ふん尿を冬季に貯留する装置の整備
ｃ）急傾斜地や過湿土壌等への肥料や家畜ふん尿の施用禁止
ｄ）作物の窒素要求量と土壌からの天然窒素供給量を踏まえた科学的施肥基準の遵守
ｅ）輪作を行うことにより作物による土壌被覆期間を確保すること
ｆ）家畜の飼養密度を、家畜ふん尿で窒素が170kg/ha以下（2002年 12月 21日以降）にすること
④４年ごとに「硝酸指令」の実施状況を欧州委員会に報告する
⑤脆弱地帯の外の農業者は国の定めた優良農業行為規範を自主的に守ることが課せられる
参考文献 10) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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EU委員会に毎年報告することが
求められている。
５‐２
日本の取組
　我が国は 1960 年頃からの高度
経済成長に伴って、鉱工業から排
出された物質によって環境は悪化
したが、70年前後に各種の環境規
制が施行されて、全般的に鉱工業
による環境汚染は沈静化に向かっ
た。しかし、硝酸性窒素に関して
言えば、生活排水、家畜排せつ物
の不適切な管理、土壌への窒素肥
料の過剰な施肥等の原因により、
問題が表面化してきた。これに対
し、生活排水に関しては、下水道
等生活排水処理施設の整備等の対
策が進められてきている。また、
家畜排せつ物に関しては、2004年
11月に「家畜排せつ物の管理の適
正化及び利用の促進に関する法律
（家畜排せつ物法）」が完全施行さ
れた。
　窒素肥料の過剰施肥に関して
は、EUの硝酸指令のような法的
規制は実施されてはいないが、経
済的誘導政策が取り入れられてい
る。1999年には、化学肥料の使用
低減（たい肥による土作り、化学
合成農薬の使用低減）に取組む農
業者（エコファーマー）に対し、
金融・税制上の特例措置を講ずる
「持続性の高い農業生産方式の導
入の促進に関する法律（持続農業
法）」24）が制定された。2005 年３
月には、「環境と調和のとれた農
業生産活動規範」（農業環境規範）
が策定された。これは、環境との
調和のための基本的な取組の実行
状況について農業者自らが点検を
行い、実行が充分でなければ改善
を自ら進めていくための規範であ
る。その点検項目の中には、各都
道府県毎に作成されているガイド
ラインである施肥基準（法的規制
力はない）に即した施肥が実施さ
れているかどうかの点検項目が設
けられている。また、施肥基準の
見直しの指針が示されており、従
来の農作物の収量だけを観点にす
るのではなく、環境負荷の低減の
観点も考慮して施肥基準を見直す
ことが示されている。農林水産省
が実施する各種の補助は、農業環
境規範を実践する農業者が対象と
なっている。2005 年 10 月には、
経営所得安定対策等大綱の「農地・
水・環境保全向上対策」25）の枠組
みが示され、2007年度より、環境
負荷低減に向けた取組を共同で行
ったうえで、地域で相当程度のま
とまりをもって、化学肥料や化学
合成農薬の使用を大幅に低減する
等の先進的な取組を行う場合、新
たな支援措置が講じられることと
なっている。
　また、野菜中の硝酸塩に対する
取組に関しては、2002 年度から
2005 年度までの間、C農業・生
物系特定産業技術研究機構・野菜
茶業研究所にて、農林水産研究高
度化事業として「野菜における硝
酸塩蓄積機構の解明と低減化技術
の開発」11）が行われている。しか
し、野菜の硝酸塩濃度の国内基準
は、充分な医学的知見が得られて
いない（野菜中の硝酸塩がどの程
度取り込まれるかのデータが得ら
れていない）こと、等の理由から、
現時点では定められてはいない。
　図表 11に、我が国の主な野菜
の硝酸塩含有量とEUの基準値の
比較（2005年 11月時点）26）を示す。
図表 11　我が国の主な野菜の硝酸塩含有量とEUの基準値の比較
（注１）データの乱の（　）内は分析件数
（注２）施設：温室内での栽培、露地：屋内での栽培                                             参考文献 26）より
6   過剰施肥に対する問題意識の向上 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　過剰な窒素肥料の施用を低減す
るには、その問題意識の向上が重
要である。
　2003年に環境省が地方自治体に
対して実施した硝酸性窒素による
地下水汚染に関するアンケート結
果 27）によれば、地下水汚染対策
を講じる必要性があると認識して
いる地域数は、合計で 62自治体
（180地域）であった。しかし、そ
の自治体の中で、硝酸性窒素によ
る地下水汚染について、住民等へ
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の啓発活動を実施していない自治
体の割合は８割にも上っている。
このことから、環境保全に対する
意識の向上に向けた取組は充分と
は言えない状況である。まずは、
農業活動による地下水の硝酸汚染
状況を積極的に公開して、現状認
識を高めることが必要である。農
作物の収量を確保しながら減肥を
行うための具体的な作業方法に関
する情報の積極的な発信や、減肥
による経費削減効果を具体的な数
値で情報発信することも効果的で
あると考えられる。
　また、４‐１節にて記述した、
地域に最適な施肥法や作付けの
組合せの提示が可能なシミュレ
ーションを利用することにより、
施肥法の改善による環境負荷低減
効果を農業者に提示することがで
きれば、適正な施肥法の取組に対
するモチベーションの向上が期待
できる。
　そして、農業者や消費者に対し
て、野菜の硝酸塩に関する情報を
積極的に発信することが、農業者
の適正施肥に向けた意識の向上に
つながると考えられる。
7   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　我が国の地下水の汚染状況は、
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の環
境基準の達成率が最も低く、ここ
数年の状況を見ても改善傾向とは
言えない。この汚染は、農業生産
活動に伴う窒素肥料の過剰施肥が
大きな原因のひとつである。農業
生産活動に伴って発生する水質へ
の環境負荷を低減することは、第
３期科学技術基本計画において
も、農林業活動における適正な水
管理技術の重要な研究開発課題の
ひとつに挙げられている。また、
過剰施肥は地下水汚染のみなら
ず、農作物（特に野菜）に多くの
硝酸塩を蓄積させるため、安全・
安心な農作物の生産という観点か
らも取組むべき問題である。
　農作物の高収量、高品質を保持
しながら環境負荷の低減と食の安
全・安心を確保するには、農業者
や消費者に対して、適性施肥に対
する意識の向上を図るとともに、
農作物の養分吸収特性にあわせた
適切な施肥が実行されなければな
らない。具体的には、以下を実行
する必要がある。
① 環境保全と食の安全性の両者を
考慮した施肥基準の策定
　施肥設計の基となる施肥基準
は、もともと農作物の収量を中心
に設定されたものであり、法的拘
束力を持っていない。現在、各都
道府県にて、地下水への環境負荷
の低減という観点を加えた見直し
が進められているが、農作物中の
硝酸塩濃度の高濃度化を防ぐとい
った食の安全・安心という観点も
取り入れるべきである。
② 土壌・作物診断をベースとする
施肥設計に要求される簡易測定
器の開発
　環境保全と食の安全・安心を考
慮した施肥基準に基づいて、各農
業者が適切な施肥を行うには、作
付け前に土壌に残存している窒素
量を容易に測定でき、その結果か
らすぐに、農作物と肥料の種類に
応じた必要施肥量が得られる簡易
測定器の研究開発とその低価格化
が必要である。この他に、定期土
壌診断を実施する体制の充実も望
まれる。
　また、生育中の農作物の栄養状
態測定機能と適切施肥量の計算機
能を兼ね備えた、低価格な簡易測
定器を研究開発することが必要で
ある。
③ 環境負荷低減を図りやすい肥料
の開発
　化学肥料においては、特に農作
物の養分要求量に応じて肥料の溶
出をコントロールできる肥効調節
型肥料が、環境負荷の低減に有効
な肥料である。野菜の養分吸収特
性は、種類によって異なるため、
そのデータベースを充実させると
ともに、多岐にわたる野菜に対応
した肥効調節型肥料の開発が望ま
れる。環境負荷低減肥料の普及に
は、肥料の低価格化が必要である。
　有機肥料（家畜ふんたい肥）に
関しては、畜産農家から発生す
る大量の窒素を含む家畜排せつ
物をたい肥として農地に還元す
る取組が重要である。現在、迅
速な肥効評価法と成分調整たい肥
の開発等が進められているが、よ
り活発な家畜ふんたい肥の利用に
向けて、肥効評価に基づく品質表
示と多岐にわたる農作物に対応し
た、取り扱いが容易な成分調整成
型たい肥の開発とその低価格化が
必要である。
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